
第10期 中間事業報告書
自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日（ ）



株主の皆様へ

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上

げます。

平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第10期中間期（自 平成16年4月1日 至 平成16

年9月30日）を終了いたしましたので、ここに営業の概況

等につきご報告申し上げます。

当社製品を取り巻く市場環境は、昨今社内から顧客情報

等の重要情報の漏洩事件が相次いで発生していることと、

また個人情報保護法案の施行が控えていることを背景に、

企業では情報漏洩への対応策に関心が集まり、その有効な

ツールとしてWebフィルタリングソフトの需要が高まって

おります。同時に社員の業務時間中における適切なインタ

ーネット利用のためのツールとして導入する企業も依然多

く、年々Webフィルタリングソフトの市場は拡大しつつあ

ります。

また学校等の教育の現場においてはインターネットに関

する実習が広く行われるようになり、生徒に安全にインタ

ーネットを利用させるため、Webフィルタリングソフトは

不可欠になっております。これらに加えて、未成年者のイ

ンターネットを発端とした事件が相次ぐこともあり、特に

家庭において子どもたちが安全にインターネットを利用出

来る環境作りは、各マスコミ等を通じ広く世間に求められ

るようになりました。このことにより、その有効な手段で

あるWebフィルタリングソフトに対する認知度も向上し、

当社製品の需要はこれまで以上に急速に高まっておりま

す。

こうした環境の下、当社の主軸であるセキュリティ事業

では、企業、学校や公的機関及び一般家庭向けの全ての製

―１―



品について、バージョンアップと機能強化を実施し、また、

家庭向け製品においてはその認知度向上のため新聞各紙や

電車車両内への広告の掲載を行い、“ネットの危険性を認

識してもらい、Webフィルタリングソフト利用を案内する”

ためのPR活動を展開いたしました。

この結果、当中間期においては売上高全体で431,295千円

（前年同期比112.0%）と前年同期を上回る結果となりまし

た。この売上高の増加に伴い、経常利益では42,767千円

（前年同期比241.0%）となったことに加え、インフォメー

ション事業における「NET iScope」サービスを営業譲渡し

たことによる特別利益93,564千円を計上し、中間純利益で

は78,248千円（前年同期比596.8%）と前年同期を大きく上

回る結果となりました。

セキュリティ事業では、企業向け製品において、これま

でWebフィルタリングソフトは社員の就業中に不必要なサ

イトアクセスを制限するツールとして認知され企業への導

入が進んでまいりましたが、前述の情報の漏洩対策の必要

性に対応すべく、当社では、情報漏洩対策機能部分を強化

した「i-フィルター Business Edition Ver.5.5」をリリース

し、社内からのブラウザ経由の情報漏洩対策ツールとして

販売を進めたことによって、企業向け製品は堅調に推移し

売上高177,831千円（前年同期比125.8%）となりました。

公共向け製品につきましては、これまで停滞していた国

や自治体からのIT関連予算の投下状況も改善の兆しが見ら

れ、市場環境は回復してまいりました。こうした状況のな

か、当中間期では学校内における安全なインターネットの

利用環境構築のため、従来の学校向けWebフィルタリング

ソフト「i-フィルター School Edition」並びにセキュリティ
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重視型統合サーバシステムの「コミュニケーションサーバ

システム」を共にバージョンアップし売上の拡大に努めた

結果、当初の予想を大幅に上回る売上高167,859千円（前年

同期比144.1%）という結果となりました。

家庭向け製品につきましては、一般家庭においてインタ

ーネットに潜む危険性への認識が高まり、同時にマスメデ

ィア等を通じてその対策となるWebフィルタリングソフト

が大きく取り上げられたこともあり、7月にバージョンア

ップした「i-フィルター Personal Edition 3」は好調に販売

が進み、当初の予想を上回る売上高39,072千円（前年同期

比104.1%）となりました。なお、前年同期の売上にはISP

からの初期導入のための開発費が2千万円程度含まれてお

りますので、これを考慮しますと家庭向け製品の売上高は、

前年同期に比べ約2倍と大きく拡大しております。また、

あわせて前年度末では72社（局）であったISPからの当社

Webフィルタリングソフトの提供社数は80社（局）まで拡

大しております。

これらの結果、セキュリティ事業全体の売上高は、

384,763千円（前年同期比130.3%）となりました。

インフォメーション事業では、当中間期の売上高は

46,531千円（前年同期比89.0%）となりました。当事業の中

心である「NET iScope」サービスは平成16年9月30日をも

ちまして、株式会社ガーラへ営業譲渡いたしました。

会社が対処すべき課題といたしましては、企業向け製品

においては、従来の業務効率の改善に加え、情報漏洩の防

止の必要性に喚起されるWebフィルタリングソフトへの新

たな需要に対応するとともに、顕在化しつつあるインター

ネット上の危険性への認識の高まりを背景とした、一般家

―３―



庭における急速な需要の増加に備えていくことであると認

識しております。

そうしたなかで、当社は主力製品であるWebフィルタリ

ングソフト「i-フィルター」を企業向け、学校や公的機関

を中心とした公共向け、家庭向けにそれぞれ開発し販売を

進めており、今後は、企業において、上記の情報漏洩対策

や業務の効率化対策がより強化されること、教育機関等や

家庭においては、インターネット上の問題あるサイト等へ

のアクセスから子どもを守ることがより徹底されることが

追い風となり、ますます当社の事業はその認知度が高まる

とともに、社会的に必要とされていくことと思われます。

当社は事業の中心であるセキュリティ事業にて、企業向

け製品、公共向け製品、家庭向け製品の3つの大きな製品

群で売上を構成しております。昨今では、企業向け製品の

売上が順調に拡大し、セキュリティ事業の約50%の構成比

を占めるまでに成長いたしました。しかしながら一方で、

国家予算や地方自治体の予算消化方針に左右されやすい公

共向け製品の売上構成比も未だ高いため、こうした不確定

な要因に当社の経営成績が変動されにくい安定的な事業基

盤を構築するため、これまでの公共向け製品売上は維持し

つつも、比較的安定的な売上と利益を確保出来る企業向け

製品の売上構成比を高めていく必要があると認識しており

ます。こうした安定した基盤構築のため企業向け製品にお

いては、これまで培ったビジネスパートナーによる流通政

策を基軸に、販売量の拡大による売上向上に向けて、これ

らのビジネスパートナーとの一層の関係強化や新規パート

ナーの開拓等を進めてまいります。

また公共向け製品の販売では、「i-フィルター School

―４―



Edition」と学校向けのセキュリティ重視型統合サーバシス

テム「コミュニケーションサーバシステム」を主軸とし、

これまでの学校のほか省庁や市役所等の市場へマーケット

インした販売体制を構築し、製品面、営業面の両面からの

アプローチにより、安定的に売上の獲得を行うことが重要

であると認識しております。

さらに、家庭向け製品の販売については、安心かつ安全

なインターネットの利用環境づくりに対する保護者の意識

の向上を背景に、これまでの構築してきた大手パソコンメ

ーカーの家庭向けパソコンへの標準搭載、ISPからのWeb

フィルタリングサービスの提供、大手量販店でのパッケー

ジ販売といった様々な当社の製品販売網により、確実に利

用者を獲得してまいります。同時に当社が提供するような

Webフィルタリングソフトの必要性を感じているにもかか

わらず、その存在を知らない潜在的な需要が多く存在して

いることが考えられ、Webフィルタリングソフトの存在と

認知度向上のためのアピールと啓蒙を実行し、こうした潜

在需要の喚起と獲得に努めてまいります。

当社は平成16年9月30日をもって、インフォメーション

事業の中心である「NET iScope」サービスを株式会社ガー

ラへ営業譲渡し、当社の中心事業であるセキュリティ事業

に経営資源を集中できる体制を整えました。このことによ

って前述の企業・公共・家庭といった市場での販売展開に

加え、携帯電話やデジタル家電といった新たな市場への製

品の展開を推し進め、セキュリティ事業の更なる展開と共

に、企業価値を高めていくことが私たちの使命であると強

く認識しております。

また、その他の事業では、将来における当社の新しい事
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業基盤の研究と模索を実行することが不可欠であると、認

識しております。

今後、これまで以上に加速が予想されるインターネット

の普及と発展、それに伴う劇的な社会変革に柔軟に対応し

うる体制を整え、「より便利な、より快適な、より安全な

インターネット環境に貢献していく」という経営理念に基

づいた事業を今後も積極的に展開していくことが重要であ

ると認識しております。

株主の皆さまにおかれましては、より一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成16年12月

代表取締役社長 道具　登志夫
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当　中　間　期
（平成１６年９月３０日現在）

前　中　間　期
（平成１５年９月３０日現在）科　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％

（資　産　の　部）
６６．９７１５，５７１　７６．３８１０，６２２流　 動　 資　 産

３３５，４３７３５７，１７０現 金 及 び 預 金

１００，９０３　６５，７９０受 取 手 形

２１７，０１４１９０，８５２売 掛 金

　　５，６６１１４１，５００た な 卸 資 産

　２０，１６７　４３，０５５繰 延 税 金 資 産

３６，３８６　１２，２５４そ の 他

３３．１３５３，３９０　２３．７２５１，８３６固　 定　 資　 産

　３９，２１４　３３，３６４有 形 固 定 資 産

２１３，６５７１６７，４２４無 形 固 定 資 産

１００，５１７　５１，０４７投資その他の資産

１００．０１，０６８，９６１１００．０１，０６２，４５９資 産 合 計

％％

（負　 債　 の　 部）

１０．３１１０，５２２　７．０　７４，２５５流　 動　 負　 債

２４，４２０　　６，６６６買 掛 金

１６，７００　１５，５００賞 与 引 当 金

６９，４０１　５２，０８９そ の 他

１０．３１１０，５２２　７．０　７４，２５５負 債 合 計

（資　 本　 の　 部）

５２．８５６３，８６６５２．０５５２，２００資 本 金

５１．５５５０，５０６５０．７５３８，８４０資 本 剰 余 金

５５０，５０６５３８，８４０資 本 準 備 金

△１４．６△１５５，９３３△９．７△１０２，８３５利 益 剰 余 金

１５５，９３３１０２，８３５中 間 未 処 理 損 失

８９．７９５８，４３９　９３．０９８８，２０４資 本 合 計

１００．０１，０６８，９６１１００．０１，０６２，４５９負 債 資 本 合 計

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間貸借対照表
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（単位：千円）

当　中　間　期

自　平成16年４月１日（至　平成16年９月30日）
前　中　間　期

自　平成15年４月１日（至　平成15年９月30日）科　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％

（ 経 常 損 益 の 部 ）

営業損益の部

１００．０４３１，２９５１００．０３８５，１６２営　 業　 収　 益

４３１，２９５３８５，１６２売 上 高

８８．９３８３，４５７９５．４３６７，５０６営　 業　 費　 用

１６８，４１１１３８，９４６売 上 原 価

２１５，０４５２２８，５５９販売費及び一般管理費

１１．１４７，８３８４．６１７，６５５営 業 利 益

営業外損益の部

０．０５００．０８６営　業　外　収　益

０１2受 取 利 息

４８８４そ の 他

１．２５，１２１－－営　業　外　費　用

５，１２１―新 株 発 行 費

９．９４２，７６７４．６１７，７４２経 常 利 益

（ 特 別 損 益 の 部 ）

２１．７９３，５６４２．４９，１０７特　 別　 利　 益

―９，１０７証券取引法による株式売買利益金

９３，５６４―営 業 譲 渡 益

０．０８９－－特 別 損 失

８９―固 定 資 産 除 却 損

３１．６１３６，２４２７．０２６，８４９税 引 前 中 間 純 利 益

０．３１，１４５０．３１，１４５法人税、住民税及び事業税

１３．２５６，８４８３．３１２，５９４法 人 税 等 調 整 額

１８．１７８，２４８３．４１３，１１０中 間 純 利 益

２３４，１８２１１５，９４６前 期 繰 越 損 失

１５５，９３３１０２，８３５中 間 未 処 理 損 失

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間損益計算書
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会社の概要（平成16年９月30日現在）

デジタルアーツ株式会社

Digital Arts Inc．

平成７年６月21日

東京都港区北青山三丁目６番16号

インターネットセキュリティ関連ソフトウェア
の企画・開発・販売
各種ユーティリティソフトの企画・開発・販売
Webソリューションサービス

563,866,900円

61名
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社 名

英 文 社 名

設 立

本店所在地

事 業 内 容

資 本 金

従 業 員 数

役　　　員（平成16年９月30日現在）

道　具　登志夫

高　橋　則　行

新　井　達　雄

後　藤　　　茂

宮　　　真　樹

若　井　修　治

窪　川　秀　一

上　杉　昌　隆

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

株式の状況（平成16年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 ５０,０４０株

発行済株式の総数 １４,８６０株

株主数 １,８９７名



大株主（平成16年９月30日現在）

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

道具　登志夫 ５,４１０ ３６.４１

三菱信託銀行株式会社 ７００ ４.７１

大阪証券金融株式会社 ５６９ ３.８３

いちよし証券株式会社 ３４７ ２.３３

三菱証券株式会社 ３３１ ２.２３

渡辺　剛 ３１０ ２.０９

株式会社有線ブロードネットワークス ２００ １.３４

秋山　征巳 １０９ ０.７３

１０５ ０.７１

今田　洋一 １００ ０.６７
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モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・
インターナショナル・リミテッド

所有者別株式分布（平成16年９月30日現在）

所有者区分 株主数（名） 株式数（株） 株式数比率（％）

個人・その他 １,８６９ １２,２３０ ８２.３０

金融機関 ３ １,２７１ ８.５５

その他国内法人 １２ ４０３ ２.７１

外国人 ４ ２１５ １.４５

証券会社 ９ ７４１ ４.９９



株　主　メ　モ

３月31日

６月中

利益配当金　３月31日
中間配当金　９月30日

東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168-0063）
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
（証券代行事務センター）
TEL（03）3323―7111（代表）

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

東京都において発行する日本経済新聞

決 算 期

定時株主総会

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

名義書換代理人

同事務取扱所
電 話 問 合 せ
郵便物送付先

同 取 次 所

公告掲載新聞

「より便利な、より快適な、より安全な
インターネット環境に貢献していく」

〒107-0061 東京都港区北青山三丁目６番16号
（03）5485―1340（代表）
http://www.daj.co.jp/

貸借対照表及び損益計算書掲載のホームページアドレス
http://www.daj.co.jp/ir/ir_kessan.htm

お知らせ
住所変更、名義書換請求及び配当金振込指定に必要な各用紙のご
請求は、名義書換代理人のフリーダイヤル又は同社ホームページ
で24時間受付しております。

70120－87－2031
http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html


